
遠軽町告示第１２号 

 

特定建設工事共同企業体の入札参加資格審査申請について 

 次の工事について、特定建設工事共同企業体（以下「特定企業体」という。）を活用し

た指名競争入札を執行するので、遠軽町建設工事共同企業体運用基準（平成２７年遠軽町

訓令第１号。以下「運用基準」という。）に基づき、特定企業体の入札参加資格審査申請

について公示する。 

 

令和８年３月１６日 

 

遠軽町長 佐々木 修 一      

 

１ 対象工事 

（１） 工事名   令和８～１０年度 生田原コミュニティセンター大規模改修工事 

（２） 工事場所  紋別郡遠軽町生田原８７１番地４ 

（３） 工期    契約後（５月中旬）から令和１０年９月２９日 

（４） 工事概要  防水改修、外壁改修、内装改修、建具改修ほか 

（５） 概算工事費 ２，０６０，０００千円 

２ 資格審査 

（１） 受付期間  令和８年３月１６日から令和８年３月２７日まで 

           （土曜日、日曜日及び休日を除くものとする。） 

（２） 受付時間  午前８時４５分から午後５時３０分まで 

（３） 受付場所  紋別郡遠軽町１条通北３丁目 遠軽町役場総務部総務課 

（４） 提出方法  郵送又は持参提出とする。 

３ 特定企業体（乙型）の構成 

 （１） 建築ＪＶ、電気ＪＶ、機械ＪＶの３業種（甲型企業体）で構成する「異業種特

定建設共同企業体」（乙型企業体）とする。 

（２） 建築ＪＶの代表者が異業種特定ＪＶの代表者となる。代表者は、本工事の落札

者となった場合の契約や本町との調整・協議等における窓口役を担うものとし、

１つのＪＶの構成員は、他のＪＶの構成員になることはできない。 

４ 特定企業体（建築ＪＶ甲型）の要件 

特定企業体（建築ＪＶ甲型）は、次の要件を満たすものとする。 

（１） 構成員の数は、２社又は３社とする。 

（２） すべての構成員の出資比率が、均等割の１０分の６以上であること。（構成員

の最小出資比率は、２社の場合は３０％、３社の場合は２０％とする。） 

（３） 現場代理人を工事現場に専任で配置できること。 

（４） 運用基準４－（４）の規定により算出した建築工事の総合評定数値が９００点

以上であること。 

５ 特定企業体（電気ＪＶ甲型）の要件 



特定企業体（電気ＪＶ甲型）は、次の要件を満たすものとする。 

（１） 構成員の数は、２社又は３社とする。 

（２） すべての構成員の出資比率が、均等割の１０分の６以上であること。（構成員

の最小出資比率は、２社の場合は３０％、３社の場合は２０％とする。） 

（３） 運用基準４－（４）の規定により算出した電気工事の総合評定数値が７７０点

以上であること。 

６ 特定企業体（機械ＪＶ甲型）の要件 

特定企業体（機械ＪＶ甲型）は、次の要件を満たすものとする。 

（１） 構成員の数は、２社又は３社とする。 

（２） すべての構成員の出資比率が、均等割の１０分の６以上であること。（構成員

の最小出資比率は、２社の場合は３０％、３社の場合は２０％とする。） 

（３） 運用基準４－（４）の規定により算出した管工事の総合評定数値が７００点以

上であること。 

７ 構成員の要件（建築ＪＶ甲型、電気ＪＶ甲型、機械ＪＶ甲型共通） 

すべての構成員は、次の要件を満たすものとする。 

（１） 令和７・８年度遠軽町競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」という。

）において建築工事又は電気工事又は管工事の資格を有しており、かつ、建設業

法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定による建設業許可のうち建築工事

業又は電気工事業又は管工事業の許可を受けてから４年以上の単体企業であるこ

と。 

（２） 遠軽町競争入札参加者指名停止事務処理要領（平成１７年遠軽町告示第１４号

）第２第１項の規定による指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。 

（３） 遠軽町の契約に係る暴力団等排除措置要綱（平成２５年遠軽町告示第１１号）

第３条の規定による競争入札への参加を除外されていないこと。 

（４） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て及び

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなさ

れている者については、手続開始決定後の遠軽町競争入札参加資格の再審査結果

を有していること。 

（５） 遠軽町内（機械ＪＶについてはオホーツク総合振興局管内）に建設業法第３条

第１項に規定する営業所を有する者であること。 

（６） 発注工事に対応する許可業種に係る建設業法第２６条に規定する監理技術者又

は国家資格を有する主任技術者を工事現場に専任で配置できること。 

（７） 発注工事に係る設計業務の受託者ではないこと又は当該受託者と資本関係若し

くは人的関係がないこと。 

 設計業務の受託者：株式会社岩見田・設計（札幌市） 

（８） この入札に参加しようとする者の間に、資本関係又は人的関係がないこと（資

本関係又は人的関係のある者の全員が共同企業体の代表者以外の構成員である場

合を除く。）。 

（９） 他の特定企業体の構成員として、この入札に参加する者でないこと。 



８ 代表者（建築ＪＶ甲型）の要件 

代表者（建築ＪＶ甲型）は、次の要件を満たすものとする。 

（１） 出資比率が構成員中最大かつ資格者名簿における客観点が構成員中最高である

こと。ただし、出資比率の同率は認めない。 

（２） 資格者名簿の建築工事の格付等級が構成員中最高であること。 

（３） 本工事全体の総括責任を担う者として、本工事における現場代理人等を総括

し、本工事に関し相互調整を行う総括責任者を専任で配置できること。総括責任

者は現場代理人と兼任することができる。 

９ 代表者（電気ＪＶ甲型）の要件 

代表者（電気ＪＶ甲型）は、次の要件を満たすものとする。 

（１） 出資比率が構成員中最大であること。ただし、出資比率の同率は認めない。 

（２） 資格者名簿の電気工事の格付等級が構成員中最高であること。 

10 代表者（機械ＪＶ甲型）の要件 

代表者（機械ＪＶ甲型）は、次の要件を満たすものとする。 

（１） 出資比率が構成員中最大かつ資格者名簿における客観点が構成員中最高である

こと。ただし、出資比率の同率は認めない。 

（２） 資格者名簿の管工事の格付等級が構成員中最高であること。 

11 提出書類 

資格審査申請に際しては、次に掲げる書類を提出するものとする。 

（１） 異業種特定建設共同企業体(乙型)入札参加資格審査申請書【様式１】 

（２） 異業種特定建設共同企業体(乙型)協定書【様式２】 

（３） 委任状・乙型【様式３】 

（４） 特定建設共同企業体(甲型)入札参加資格審査申請書【様式４】 

（５） 特定建設共同企業体(甲型)協定書【様式５】 

（６） 委任状・甲型【様式６】 

12 その他 

（１） 異業種特定建設共同企業体のみによる入札を予定する。 

（２） 契約を締結した場合は、共同企業体編成表を提出すること。 

 

 


